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18 災害対策特別委員会 

【第204回国会】

（1）委員名簿（40人）

委員長 金子  恭之君 自民 

理 事 小里  泰弘君 自民      理 事 工藤  彰三君 自民 

理 事 原田  義昭君 自民      理 事 藤丸   敏君 自民 

理 事 堀井   学君 自民      理 事 近藤  和也君 立民 

理 事 早稲田 夕季君 立民      理 事 大口  善德君 公明 

井出  庸生君 自民          岩田  和親君 自民 

大岡  敏孝君 自民          金子  俊平君 自民 

神山  佐市君 自民          杉田  水脈君 自民 

鈴木  憲和君 自民          平   将明君 自民 

髙木   啓君 自民          武部   新君 自民 

出畑   実君 自民          中谷  真一君 自民 

中根  一幸君 自民          根本  幸典君 自民 

原田  憲治君 自民          深澤  陽一君 自民 

松本  文明君 自民          山本  幸三君 自民 

池田  真紀君 立民          岡島  一正君 立民 

柿沢  未途君 立民          神谷   裕君 立民 

小宮山 泰子君 立民          佐藤  公治君 立民 

髙木 錬太郎君 立民          山本 和嘉子君 立民 

江田  康幸君 公明          岡本  三成君 公明 

田村  貴昭君 共産          美延  映夫君 維新 

古川  元久君 国民 

（2）設置の目的 

災害対策を樹立するため 

（3）議案審査等  

付託された議案は内閣提出法律案１件、委員会提出法律案は３件で、審査等の概況は、

次のとおりである。 

災害対策基本法等の一部を改正する法律案（内閣提出第50号） 

○ 要旨 

頻発する自然災害に対応して、災害対策の実施体制の強化及び災害時における円滑かつ

迅速な避難の確保を図るため、特定災害対策本部の設置、非常災害対策本部等の本部長及

び設置時期の見直し、市町村による個別避難計画の作成、避難のための立退きの勧告及び

指示の一本化、広域にわたる避難住民等の受入れに関する協議手続の整備、災害救助法に

基づく救助の対象の拡大等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果 

可決（附帯決議が付された。） 
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○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議     
 

 趣旨説明 
 

 
 

 

 

  

令和 

 3. 3. 5 
 

衆・委員会

付託日

4. 7 

趣旨説明

 
 

 

 
 

  
4. 8 

 

 

質疑

4.15

議決日 

結 果 

4.15 

可決(全) 
(賛-自民・立民・公明・

共産・維新・国民) 

(附) 

衆・本会議

議決日 

結 果 

4.16

可決

参・委員会

議決日

結 果

災害対策特
4.23 

可決 
(附) 

参・本会議

議決日

結 果

4.28

可決

公布日

番 号

5.10 

法30号

地震防災対策特別措置法の一部を改正する法律案（災害対策特別委員長提出、衆法第９号） 

○ 要旨 

地震防災対策特別措置法の実施の状況に鑑み、地震防災緊急事業に係る国の負担又は補

助の特例等について、その有効期限を令和８年３月31日まで５年間延長するもの 

○ 内閣の意見の聴取 

○ 結果 

成案・提出決定 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議    
 
 趣旨説明 

付託日 
質疑 

 
 

 
 

 
 

 
 趣旨説明 

令和 
 3. 3.18 

 

 

 

衆・委員会 

議決日
結 果

3.18 
成案・提出決定(全) 

(賛-自民・立民・公明・

共産・維新・国民) 

衆・本会議

議決日
結 果

3.23
可決

 
 

参・委員会

議決日
結 果

災害対策特

3.30 
可決 

 

参・本会議

議決日
結 果

3.31
可決

 
 

公布日
番 号

3.31 
法10号 

 

 

 

自然災害義援金に係る差押禁止等に関する法律案（災害対策特別委員長提出、衆法第18号） 

○ 要旨 

自然災害義援金に係る拠出の趣旨に鑑み、自然災害の被災者等が自ら自然災害義援金を

使用することができるようにするため、自然災害義援金について、差押えを禁止する等の

措置を講ずるもの 

○ 結果 

成案・提出決定 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議    
 
 趣旨説明 

付託日 
質疑 

 
 

 
 

 
 

 
 趣旨説明 

令和 

 3. 5.20 
 

 

 

衆・委員会 

議決日
結 果

5.20 
成案・提出決定(全) 

(賛-自民・立民・公明・
共産・維新・国民) 

衆・本会議

議決日
結 果

5.25

可決

 

 

参・委員会

議決日
結 果

災害対策特
6. 2 
可決 

 

参・本会議

議決日
結 果

6. 4

可決

 

 

公布日
番 号

6.11 

法64号 
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災害時等における船舶を活用した医療提供体制の整備の推進に関する法律案（災害対策特別委

員長提出、衆法第20号） 

○ 要旨 

災害時等における船舶を活用した医療提供体制の整備を総合的かつ集中的に推進するた

め、災害時等における船舶を活用した医療提供体制の整備の推進に関する基本理念及び基

本方針その他の基本となる事項を定めるとともに、船舶活用医療推進本部を設置するもの 

○ 結果 

成案・提出決定 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議     
 
 趣旨説明 

付託日 
 

 
 

 
 

 
 

 
 趣旨説明 

令和 
 3. 5.27 

 

 

衆・委員会

質疑

5.27(発言) 

議決日
結 果

5.27 
成案・提出決定(全) 

(賛-自民・立民・公明・

共産・維新・国民) 

衆・本会議

議決日
結 果

6. 1
可決

 
 

参・委員会

議決日
結 果

災害対策特
6. 9 
可決 

(附) 

 

参・本会議

議決日
結 果

6.11
可決

 
 

公布日
番 号

6.18 
法79号 

 

 

（4）国政調査  

国政調査では、質疑及び決議が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 改正された災害対策基本法による新たな避難情報の提供に係る国民への周知の取組

についての防災担当大臣の認識 

・ 「自然災害義援金に係る差押禁止等に関する法律案」についての防災担当大臣の所

見 

・ 被災者生活再建支援金の支給対象を全ての半壊世帯まで拡大する必要性についての

防災担当大臣の見解 

・ 避難所における新型コロナウイルス感染症対策 

・ 感染症対策をしつつ地域の防災訓練が行えるよう政府として支援する必要性 

・ 内閣府による災害関連死の事例収集について、対象を令和元年度の災害に限定せず、

東日本大震災や熊本地震等の事例も収集する必要性 

・ ＩＣＴの活用により地方公共団体等の災害対応における現場負担を軽減していく必

要性 

・ 浸水時の垂直避難のための民間施設の活用について、地方公共団体と施設管理者と

の協定の締結を促進するため、国から業界団体に対して協力を要請する必要性 

・ 令和３年３月の富士山ハザードマップの改定を踏まえた避難対策の見直しについて

の国の認識 

・ 防災省を設置する必要性についての防災担当大臣の所見 

 

（5）決議  

決議は１件で、その内容は次のとおりである。 

 

災害時等における船舶を活用した医療提供体制の整備の推進に関する件（令和 3.5.27） 

 政府は、災害時等における船舶を活用した医療提供体制の整備の推進に関する法律の施

行に当たっては、次の事項に十分配慮すべきである。  
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１ 陸上の医療施設において提供される医療との適切な役割分担及び相互の連携協力の確

保を図るに当たっては、いわゆるドクターヘリやドクターカーなど多様な救急医療の提

供手段も含めて考慮することにより、災害が発生した地域等において必要とされる医療

の的確かつ迅速な提供が可能となるよう努めること。 

２ 保有する船舶を検討するに当たっては、我が国が長く多様な海岸線を持ち、大小様々

な港湾が存在する中で、船舶を活用した医療提供が求められる様々な状況を勘案し、十

全な機能が発揮されるよう、留意すること。また、船舶の保有・運用に係る経費や新た

に建造する場合はその建造費などが過大とならないよう留意すること。 

３ 災害時等以外において、保有する船舶を国際緊急援助活動等に活用する場合には、

「災害が発生した地域等」において必要とされる医療を船舶を活用して的確かつ迅速に

提供するという本来の任務に支障をきたすことのないようにすること。 

４ 船舶の運用主体が国以外の者となった場合には、その運用に係る人員の確保について、

国民から公務員の天下りの手段との疑念を抱かれることのないよう、留意すること。 

５ 災害等から得られた教訓等を踏まえて、本法に基づく措置については、必要に応じて

適宜見直すこと。 

６ 本法に基づく措置については、当委員会に適宜報告すること。 

右決議する。 
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【第205回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 小里  泰弘君 自民 

理 事 工藤  彰三君 自民 理 事 熊田  裕通君 自民 

理 事 原田  義昭君 自民 理 事 藤丸   敏君 自民 

理 事 堀井   学君 自民 理 事 近藤  和也君 立民 

理 事 早稲田 夕季君 立民 理 事 大口  善德君 公明 

井出  庸生君 自民 金子  俊平君 自民 

神山  佐市君 自民 木原   稔君 自民 

坂井   学君 自民 新谷  正義君 自民 

杉田  水脈君 自民 鈴木  憲和君 自民 

平   将明君 自民 髙木   啓君 自民 

出畑   実君 自民 中谷  真一君 自民 

中根  一幸君 自民 根本  幸典君 自民 

原田  憲治君 自民 深澤  陽一君 自民 

松本  文明君 自民 山本  幸三君 自民 

池田  真紀君 立民 岡島  一正君 立民 

神谷   裕君 立民 小宮山 泰子君 立民 

佐藤  公治君 立民 髙木 錬太郎君 立民 

森山  浩行君 立民 山本 和嘉子君 立民 

江田  康幸君 公明 岡本  三成君 公明 

田村  貴昭君 共産 美延  映夫君 維新 

古川  元久君 国民 

（2）設置の目的  

災害対策を樹立するため

（3）議案審査 

付託された議案はなかった。 
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【第206回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 小里  泰弘君 自民 

理 事 工藤  彰三君 自民 理 事 熊田  裕通君 自民 

理 事 藤丸   敏君 自民 理 事 堀井   学君 自民 

理 事 近藤  和也君 立民 理 事 早稲田 ゆき君 立民 

理 事 足立  康史君 維新 理 事 大口  善德君 公明 

井出  庸生君 自民 金子  俊平君 自民 

神田  潤一君 自民 木原   稔君 自民 

国光 あやの君 自民 坂井   学君 自民 

新谷  正義君 自民 杉田  水脈君 自民 

鈴木  憲和君 自民 田野瀬 太道君 自民 

平   将明君 自民 髙木   啓君 自民 

中川  貴元君 自民 中谷  真一君 自民 

中野  英幸君 自民 根本  幸典君 自民 

平沼 正二郎君 自民 山口   晋君 自民 

神谷   裕君 立民 小宮山 泰子君 立民 

佐藤  公治君 立民 末次  精一君 立民 

鈴木  庸介君 立民 森山  浩行君 立民 

阿部  弘樹君 維新 奥下  剛光君 維新 

空本  誠喜君 維新 金城  泰邦君 公明 

田  秀穂君 公明 古川  元久君 国民 

田村  貴昭君 共産 

（2）設置の目的 

災害対策を樹立するため 

（3）議案審査  

付託された議案はなかった。
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【第207回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 小里  泰弘君 自民 

理 事 西村  明宏君 自民 理 事 根本  幸典君 自民 

理 事 若林  健太君 自民 理 事 鷲尾 英一郎君 自民 

理 事 近藤  和也君 立民 理 事 山崎   誠君 立民 

理 事 岩谷  良平君 維新 理 事 大口  善德君 公明 

青山  周平君 自民 井出  庸生君 自民 

江藤   拓君 自民 柿沢  未途君 自民 

金子  俊平君 自民 金田  勝年君 自民 

菅家  一郎君 自民 工藤  彰三君 自民 

熊田  裕通君 自民 後藤田 正純君 自民 

坂井   学君 自民 笹川  博義君 自民 

新谷  正義君 自民 杉田  水脈君 自民 

髙鳥  修一君 自民 藤丸   敏君 自民 

古川   康君 自民 渡辺  博道君 自民 

小宮山 泰子君 立民 小山  展弘君 立民 

神津 たけし君 立民 佐藤  公治君 立民 

柚木  道義君 立民 早稲田 ゆき君 立民 

阿部  弘樹君 維新 奥下  剛光君 維新 

空本  誠喜君 維新 金城  泰邦君 公明 

田  秀穂君 公明 古川  元久君 国民 

田村  貴昭君 共産 

（2）設置の目的 

災害対策を樹立するため

（3）議案審査  

付託された議案はなかった。




